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平成 20 年 6 月に発生した岩手・宮城内陸地震は大規模な斜面崩壊に伴うイン

フラ被害が顕著であり，６弱前後の震度を記録した一関市や栗原市でも新潟県

中越沖地震などに比べると製造業被害は軽微であった．しかし，精密機械，電

子部品，製薬など高い清浄度や精密度が求められる製造部門では亀裂部分の修

復，点検，調整などのために製造停止を余儀なくされ，多大な機会損失を被っ

た企業も少なくない．一方，この地域では 2003 年 5 月と 7 月に三陸南地震，宮

城県北部地震が発生しており，これを契機に地震防災対策を始めている企業も

多い．また，こうした企業のいくつかは新潟県中越沖地震での企業被害を教訓

に，防災対策の再構築を図っているところも見られた．9 月までに岩手と宮城

県内の 10 社余りの企業から地震被害と災害対応についてヒヤリングした結果

について報告する． 
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